
1． はじめに
　気候変動は持続可能性に関する最大の課題の一つで
あるが，その特質の一つに長期性がある．温室効果ガ
スの大気滞留時間は数百年のオーダーであり，現在の
政策対応が長期に渡って影響を及ぼす．そのため，長
期の気候変動自体および気候政策（緩和策・適応策）
を評価するためには，不確実な将来を分析するツール
であるシナリオが中心的な役割を果たす［注1］．超長期
に渡る社会経済を含むシステムの未来については，そ
のシステムの複雑性ゆえに予測や予報は成立しない．
そのため，現在の対応や政策の検討の際に，様々な未
来像としてナラティブ（ストーリー）が設定され，そ
れを気候モデルや統合評価モデル，影響評価モデルと
いった数理モデルで定量化した定量的シナリオが用い
られる（Parson 2008）．
　ここでいうシナリオとは，一定の蓋然性がある一貫

した（矛盾のない）未来の描写である．気候科学の観
点からは温室効果ガスやエアロゾルの排出量，土地利
用変化などに焦点があたるが，その裏には社会や経済
の発展の仕方（持続可能性の進展，地政学的対立の変
化，人口動態，新興国・発展途上国の経済発展）を記
述したナラティブとそれを定量化したデータがあり，
さらに技術イノベーションなどの仮定も含む．社会経
済の情報は，影響評価と緩和策評価では必須となる．
このようにシナリオは統合的観点で捉えるべきもの
で，社会経済や政治の大きな不確実性を含む．このた
め，気候シナリオは予報や（通常の意味での）予測と
しては扱えないことに注意されたい［注2］．

　シナリオは，気候変動に関する政府間パネル（Inter-
governmental Panel on Climate Change，IPCC）によ
る科学アセスメントに取り入れられ，国連気候変動枠
組条約の取り組みでも参照されてきた（Moss et al. 
2010；O’Neill et al. 2020；UNFCCC 2022）．近年では
国際交渉や国レベルでの政策立案のみならず，企業の
温暖化対策立案や自治体の対策の検討の際にも用いら
れ，多様なステークホルダーが関心を持ち始めている
（O’Neill et al. 2020）．この背景には，様々なビジネス
分野で気候リスクの情報開示が求められ，その方法に
シナリオ分析が採用されている（Task force on Cli-
mate‒related Financial Disclosures（TCFD）2017）こ
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要　旨

　長期の気候変動問題の評価では，不確実な将来を分析するツールであるシナリオが中心的な役割を果たす．シナ
リオは気候変動自体やその影響と適応，緩和策を分析するために分野横断的に研究され，気候変動に関する政府間
パネル（IPCC）の評価報告書でも重視されてきた．最近では企業や自治体などのステークホルダーからもシナリオ
への関心が高まっている．本稿では IPCC報告書で中心的に扱われてきた代表的濃度経路（RCP）と共通社会経済
経路（SSP）の枠組みを振り返り，現状と今後の課題の整理を行う．日本ではオープン・ソースへの対応，ステー
クホルダーとの協業，人材育成，省庁横断的なファンディングなどの課題がある．



とが挙げられる．
　IPCCでは，第 6次評価報告書（6th Assessment 
Report，AR6）のサイクルが，2023年 3月の統合報告
書公表をもって完了し，シナリオに関する振り返りの
ワークショップも開催された（第 1表）．日本では，
2021年 3月改正の地球温暖化対策推進法で正味排出量
ゼロ（ネット・ゼロ，政府の用語では「カーボンニュー
トラル」）の脱炭素社会の実現を旨とする基本理念が法
律に書き込まれ，2018年 6月公布の気候変動適応法の
下で適応策の取り組みが進んでいる．こうした中，日
本のシナリオ研究についてレビューし，日本のコミュ
ニティ間のやり取りやシナリオ研究自体についても振
り返り，今後の方針を考えることは有意義であろう．
本稿は IPCCの新シナリオ・プロセスを起点として始
まった分野横断的なシナリオ研究を，国際・国内の動
向の観点からレビューし，今後の研究の在り方につい
て報告する．
　なお，IPCCの第 1作業部会（WG1）および第 2作
業部会（WG2）に相当する研究者コミュニティと自治
体や企業などの利用者との共創については高薮ほか
（2021）がまとめている．
　本稿の構成は以下の通りである．第 2節では IPCC
のAR6までのシナリオ研究を簡単に振り返る．第 3節
ではシナリオ研究を取り巻くトレンドを検討し，シナ
リオ研究にまつわる課題をいくつか抽出する．第 4節
では今後の課題をまとめる．

2． 分野横断型シナリオ研究の発展と新シナリオ・
プロセスの概観

　気候変動に関するシナリオ研究は温室効果ガス排出
量，炭素循環，気候感度，地域的な気温上昇，またそ
の気候影響まで広範な分野にまたがる．IPCCでも
WG1，WG2，第 3作業部会（WG3）の研究コミュニ
ティが協力し，総合的な分析を行ってきた（第 2表）．
分野間の協力ではシナリオが共通の研究基盤となる．

シナリオとして扱われる要素は，様々な政策のもとで
の将来の二酸化炭素などの温室効果ガス（GHG）の排
出量，その際の気温上昇といった気候変動自体の計
算，またこれに伴う水循環の変化や水資源の変化，食
料生産の変化といった様々な気候影響の計算から，政
策による気候変動影響の低減の効果，またそれを踏ま
えての実際の適応策の立案など実に多岐にわたる．
　研究基盤としてのシナリオには不確実性の分析ツー
ルとしての側面があり，様々な不確実性を扱う共通の
枠組みとなっている．核となるのは各種のモデル相互
比較プロジェクト（Model Intercomparison Project：
MIP）であり，そこで算出される多数のシナリオに前
提条件や数理モデルの違いが反映される（鬼頭　2013）．
　IPCCでは SA90（1990 IPCC scenario A），IS92
（1992 IPCC scenarios）や SRES（Special Report on 
Emissions Scenarios）（森田・増井　2000；Naikicenovic 
et al. 2000）のように，時代に応じて様々なシナリオが
用いられてきた（Moss et al. 2010）．特に2000年に登
場した SRESシナリオは，IPCCの複数の評価報告書
において重要な役割を果たしてきた．しかし，同時に
様々な問題が認識されるようになった．シナリオの
様々な要素は，各作業部会を代表する研究コミュニ
ティの間で入出力データとして交換される．このた
め，情報交換の流れで下流に位置する影響評価のコ
ミュニティは情報遅延の影響を受ける．上流側の情報
も，排出シナリオの基準年など，現実の変化に対応し
て適切に更新する必要がある．さらに，放射強制力や
気候情報だけでなく社会経済指標も考慮した上での影
響評価など，より統合的にシナリオを扱う必要性も認
識されるようになった（藤森ほか　2015）．
　こうした問題認識の下，2007年に IPCC第 4次評価
報告書が公表された後，シナリオ作りの主体が IPCC
から研究コミュニティに移り，IPCCがシナリオ作り
を促す（catalyze）形で，包括的なシナリオの分析の
仕方が新たに議論されるようになった（Moss et al. 
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第 1表　 気候変動シナリオ研究に関連する研究コミュニティやプロジェクトと
IPCCの作業部会との対応．コミュニティについてはMoss et al.（2010）が
用いた呼称をもとに一部改変した．

作業部会 コミュニティやモデル 国際プロジェクトやコンソーシアムの例
WG1 地球システムモデル（ESM） 結合モデル相互比較プロジェクト（CMIP）
WG2 影響・適応・脆弱性（IAV） 部門横断型影響モデル相互比較プロジェク

ト（ISIMIP）
WG3 統合評価モデル（IAM） 統合評価モデリング・コンソーシアム

（IAMC）



2010）．そこでは，様々な分野の研究者が参画する
International Committee on New Integrated Climate 
Change Assessment Scenarios（ICONICS）が創設さ
れ（https://depts.washington.edu/iconics/　2023.9.4
閲覧，以下の webアドレスも同様），IPCCの作業部会
に対応する気候モデリング（Earth system modeling，
ESM，WG1），影響評価（impact‒analysis‒vulnerabil-
ity，IAV，WG2），緩和（integrated assessment mod-
eling，IAM，WG3）の成果を整合的かつ素早く提供す

る方針が打ち出された（著者の高橋は ICONICSの科
学委員として参画している）．
　その結果は RCP（Reprenentative Concentration 
Pathways，代表的濃度経路）や SSP（Shared Socio-
economic Pathways，共通社会経済経路）（O’Neill et 
al. 2014；筒井　2016；藤森ほか　2015），CMIP（Coupled 
Model Intercomparison Project）における Scenario-
MIP，ISIMIP（Inter‒Sectoral Impact Model Inter-
comparison Project）でのデータ活用などに結実し，
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第 2表　 シナリオに関連する IPCCや国内外の研究・政策動向のまとめ（Moss et al.（2010）および筆者らの情報に
よる）．網羅的でないことに注意されたい．またシナリオ・イニシアティブの毎年の定期会合のようなもの
は省略した．日本のプロジェクトは環境省（2020）を参考にしたが包括的でないことに注意されたい．日
本国内のものには国内としるしをつけた．

年 国内 シナリオ，報告，会合，プロジェクト等
1992 IS92シナリオ公表（90年代にわたって気温予測，影響評価，緩和分析で活用）

気候変動枠組条約が国連で採択
1997 京都議定書が国連気候変動枠組条約（UNFCCC）の第 3回締約国会議（COP3）において採択
1999 SRESシナリオ公表（2000年代にわたって気温予測，影響評価，緩和分析で活用）
2005 IPCCシナリオ専門家ワークショップで排出シナリオに関するAR4へのインプット（Davidson and Metz 

2005）
2007 IPCCの新シナリオ・ワークショップで並列方式の提案（Moss et al. 2008）

IPCC AR4公表
2010 2007年のワークショップをまとめた Natureの論考（Moss et al. 2010）が公表される

IPCC Workshop on Socioeconomic Scenarios（WoSES）で RCP, SSP, SPAなどが深められる
2011 代表的濃度経路（RCP）の論文特集号が公表される（van Vuuren et al. 2011b）
2012 シナリオ・イニシアティブ発足
2013 IPCC WG1 AR5公表
2014 SSPナラティブ論文公表（O’Neill et al. 2014）

IPCC WG2 & WG3 AR5公表
2015 UNFCCC第21回締約国会議（COP21）においてパリ協定採択

国内 文部科学省 SI‒CAT気候変動適応技術社会実装プログラム（2019年度まで）
国内 環境省 S‒14気候変動の緩和策と適応策の統合的研究（2019年度まで）

2016 ScenarioMIPのシナリオ設計論文公表（O’Neill et al. 2016）
2017 SSP，論文として公表（Riahi et al. 2017）

TCFD最終提言報告書（Task force on Climate‒related Financial Disclosures（TCFD）2017）
国内 文部科学省 TOUGOU統合的気候モデル高度化研究プログラム（2021年度まで）
国内 環境省地域適応コンソーシアム事業（2019年度まで）

2018 IPCC1.5℃特別報告書公表
国内 気候変動適応法の公布

2019 第 1回 Scenarios Forum開催（米国・デンバー）（O’Neill et al. 2020）
国内 国立環境研究所気候変動適応研究プログラム（2021年度まで）

2020 国内 日本，2050年温室効果ガス正味排出ゼロ目標
国内 環境省 S‒18気候変動影響予測・適応評価の総合的研究（2024年度まで）

2021 IPCC WG1 AR6公表
2022 IPCC WG2 & WG3 AR6公表

第 2回 Scenarios Forum開催（オーストリア・ラクセンブルク）
国内 文部科学省気候変動予測先端研究プログラム（2026年度まで）

2023 IPCC AR6統合表報告書公表
IPCCシナリオ・ワークショップ開催（IPCC 2023）



IPCC AR6に活用されることになった．
　こうした海外の動きに呼応して，日本でも様々な研
究プロジェクトにおいて分野横断型シナリオ研究が進
められた．また，分野間の協力を促進する試みとして，
2012年から「気候変動研究プロジェクト間のシナリオ
に関する協力イニシアティブ」（略称：シナリオ・イニ
シアティブ）が立ち上がった（筒井ほか　2016）．IPCC
の作業部会に対応する ESM，IAV，IAMの研究コ
ミュニティがお互いに関連するようなトピックを持ち
寄り，定期的に情報交換をし，研究分野横断的な対応
の可能性について議論することとした．年に一度程度
研究会を開催したり，日本地球惑星科学連合（立入ほ
か　2014）やエネルギー・資源学会（筒井ほか　2016）
で企画セッションを開催した．
　2007年以降の新しいシナリオ作りでは，従来の情報
遅延や統合的視点の不足に対応するために新たなシナ
リオ・プロセスが提案された．そこでは，気候モデリ
ングと緩和モデリングを並行して行うことで（いわゆ
る並行方式），全体的に整合を保ちつつ評価のスピー
ドを加速することとされた（第 1図）．
　気候モデリングは緩和モデリングの結果を必要とす
るが，並行方式では最初に気候モデル計算の入力デー
タとなる代表的濃度経路 Representative Concentra-
tion Pathways（RCPs）が作成された．RCPは放射強
制力の時間変化が異なる四つの濃度シナリオから成り
（van Vuuren et al . 2011a），RCP2.6，RCP4.5，
RCP6.0，RCP8.5と命名された．RCPの後の数値は
2100年頃の大まかな放射強制力（単位はW/m2）を表
す．これに基づき将来の気温上昇のシナリオや影響評

価がなされ，第 5次評価報告書で報告された．RCPは
温室効果ガス等の大気中濃度に焦点を当てているが，
その算出過程で得られる各種の排出量や土地利用変化
の要素も付随する．
　新シナリオ・プロセスでは，RCPベースの気候・影
響シナリオ作りと並行して，社会経済要素のシナリオ
作りが取り組まれた．RCPはCO2等の濃度変化に伴う
放射強制力のシナリオであったが，一つの放射強制力
を実現する人口動態や国内総生産（GDP），エネルギー
消費といったシナリオは一意に決まらない．適応策や
緩和策を評価するためにその前提となる社会経済の要
素もシナリオとして扱う必要がある．そのために，緩
和策の困難さや適応策の困難さについてシナリオ分析
を行うことができるように，共通社会経済経路 shared 
socioeconomic pathways（SSPs）の研究が行われた
（O’Neill et al. 2014；Riahi et al. 2017）．SSPは緩和策
と適応策の困難さの度合いで次の五つが提案された
（カッコ内は緩和困難度と適応困難度）．
　SSP1　持続可能（低，低）
　SSP2　中庸（中，中）
　SSP3　地域対立（高，高）
　SSP4　格差（低，高）
　SSP5　化石燃料依存型発展（高，低）
　この五つの SSPは，社会経済発展の定性的なナラ
ティブであり，それぞれで気候政策のない仮定の下で
定量化されたベースラインとしての SSPシナリオが
ある（SSPx‒ref等と表記される）．
　SSPの内容を受け，AR6に向けた CMIP Phase 6
（CMIP6）の中の一つのプロジェクトとして Scenario-

MIPが行われた（O’Neill et al. 
2016）．RCPの下での気候シ
ナリオの前提が 4通りの放射
強制力に至る緩和策の一例で
あるのに対し，ScenarioMIP
では異なる放射強制力（RCP）
に 5通りの SSPが組み合わ
さり，所定の放射強制力に至
る緩和策に社会経済的要因の
違いが反映された．RCPは従
来の 4通りに1.5℃の温暖化
レベル（工業化前を基準とす
る世界平均気温の上昇量）に
当たる1.9W/m2が加わった．
SSPと RCPの組み合わせの
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第 1図　シナリオ構築プロセスの比較．Moss et al.（2008）の Figure1に基づく．



うち，ScenarioMIPでは SSP1‒1.9，SSP1‒2.6，SSP2‒
4.5，SSP3‒7.0，SSP5‒8.5が第一優先（Tier 1）とさ
れた（第 2図）．SSPx‒y.yの表記で xが SSPの種別，
y.yが RCPの放射強制力を表す．
　ScenarioMIPの成果はAR6のWG1で広範に使われ，
WG2でも限定的ではあるが引用されるに至った．並行
方式の新シナリオ作りは時間をかけて一通りのプロセ
スを終えた形である．
　なお，SSPは地球全体のシナリオの枠組みではある
が，地域に絞ったシナリオの研究も行われており，日
本では日本版 SSPも作成されている（Chen et al. 
2020）．
　ScenarioMIPは SSP‒RCPの枠組みを網羅したもの
ではない．このため AR6では，気候の強制力と応答の
関係を簡易に表現する気候モデルエミュレータを用い
て，あらゆるシナリオ空間で温暖化レベルを評価する
方法が使われた（Nicholls et al. 2021）．エミュレータ
には ESMのマルチモデルアンサンブルと気候感度な
どの知見が反映される．これはWG1分野からWG3分
野への知見供与の方法となり，両分野の知見統合に大
きく貢献した．
　フルスケールの精緻な ESMとそれを補完するエ
ミュレータという気候シナリオの基盤は，現実の気候
政策の分野にも波及している．最近の注目すべき事例
として，米国アカデミーズの
提言（National Academies of 
Sciences, Engineering, and 
Medicine 2017）を受けて開発
された，炭素の社会的費用
（Socia l Cost of Carbon，
SCC）を確率論的に算定する
新しい枠組みが挙げられる
（Rennert et al. 2022）．SCC
は，世界の排出量が変化する
中で， 1トンの追加的な CO2

排出がもたらす総気候被害の
正味現在価値と定義され，気
候関連の政策や行動の動機付
けとなる指標である．これは
謂わばWG1・WG2・WG3の
知見を統合したもので，WG3
分野の多数の社会経済見通し
に対する温暖化レベルを
WG1分野のエミュレータで

評価して，その結果をWG2分野の被害関数に渡す形
になっている．かつて IPCCのシナリオ枠組みは社会
経済的な側面について確率的な扱いがないことに批判
があったが（Morgan and Keith 2008），こうした懸念
に応えた研究も登場してきている．
　なお SSP‒RCP枠組みは全ての課題に応えているわ
けではないことに注意されたい．例えば情報下流にあ
るWG2分野への情報遅延は完全には解決していない．
　本稿投稿後に IPCCにおけるシナリオについて振り
返るワークショップが開催され，報告書も公表されて
いる（IPCC 2023）．数ある SSPでも SSP2の使用頻度
が高すぎるなどの多くの課題が指摘されたが，紙幅の
都合，議論は割愛する．

3． シナリオ研究のトレンドと課題
　着実な進展を遂げてきた気候変動分野横断型シナリ
オ研究であるが，地球温暖化自体の進展や社会経済の
変化などシナリオ研究を取り巻く研究も大きく変化し
ている．ここでは幾つか主要なトレンドを取り上げ
て，研究課題について議論する．
3.1　科学の大型化とコンピュータ科学の活用
　シナリオ研究が分野横断的になるということは，研
究内容について相互乗り入れが進むということでもあ
り，個々のモデルが取り扱う範囲が大きくなることで
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第 2図　 ScenarioMIPのシナリオ行列（O’Neill et al. 2016；Tebaldi et al. 2021）に
基づく．



もある．さらに上述したように気候変動だけでなく広
義の持続可能性に関して重要性が高まっているため，
モデルの大型化，複雑化，高解像度化が進み，また旧
来の ESM，IAV，IAMをまたがった複数の種類のモ
デルの統合の傾向が見られる．これについては日本で
も多くの取り組みが見られる．
　計算機資源を伴う大型化自体は科学の進展にとって
必然ではあるが，研究への参入障壁が上がるため世界
的に見た時の研究機関の数や多様性が減ってしまう懸
念がある．支配方程式が明確でない分野については，
モデルの多様性が失われることは未来像の幅を狭める
可能性もある．例えば IAMでは，太陽光発電につい
て IPCC参加モデルの幅が狭いという批判がある
（Jaxa‒Rozen and Trutnevyte 2021）．
　もう一つのトレンドはオープン・ソースやオープ
ン・アクセスの流れである．幅広い学問分野で国際的
に FAIR（Findable（見つけられる），Accesible（アク
セスできる），Interoperable（相互運用できる），Reus-
able（再利用できる））原則（Wilkinson et al. 2016）が
浸透し，気候変動分野でも同様の動きが進んでいる．
データについてはESMではCMIP，IAVでは ISIMIP，
IAMでは IPCCシナリオ・データベースなどで公開さ
れ，モデルコードもオープン化が進んでいる．
　ESMでは米国大気研究センター（NCAR）の Com-
munity Earth System Modelといったコミュニティ・
モデルに加えて，米国航空宇宙局（NASA）ゴダード
宇宙研究所（GISS）のモデルや米国海洋大気庁
（NOAA）地球流体力学研究所（GFDL）のモデルなど
もオープン・ソース化されてきている．IAMでは同じ
く米国の Global Change Analysis Model（GCAM）が
従来からオープン・ソースで，最近では国際応用シス
テム分析研究所（IIASA）のMESSAGE（Model for 
Energy Supply Strategy Alternatives and their Gen-
eral Environmental Impact）モデルやドイツ・ポツダ
ム気候影響研究所（PIK）の REMIND（REgional Model 
of Investment and Development）モデルもオープン・
ソース化されている．
　またオープンになっているのはモデルだけではな
い．一部の IPCCの報告書（例えば1.5℃特別報告書の
シナリオ分析，https://github.com/iiasa/ipcc_sr15_
scenario_analysisやAR6 WG1の一部，https://github.
com/IPCC-WG1）では作図のためのコードがインター
ネット上のレポジトリーで公開されている．これと並
行してモデルの分析やビジュアリゼーションのツール

も開発されてきている．ESMではESMValTool（Righi 
et al. 2020），IAMでは Pythonの Pyam（Gidden and 
Huppmann 2019），RのMipplot（Ju et al. 2021）など
が挙げられる．
　翻って日本のモデリングでも，ESM用の描画・分析
等のツール GTOOL（Ishiwatari et al. 2012）や全球水
資源モデル H08（Hanasaki et al. 2008a, b）（https://
h08.nies.go.jp/h08/），簡易気候モデルMCE（Tsutsui 
2020, 2022）（https://github.com/tsutsui1872/mce），
影響エミュレーター（Takakura et al. 2021）（https://
zenodo.org/record/4692496#.Y7kWPHbP3NQ）など
の試みが見られる．ただ，海外と異なりユーザーコ
ミュニティの広がりが限られ，また大規模なモデルに
ついては，オープン化指向が弱いように見受けられ
る．オープン・ソースにはコンピュータ科学の人材確
保といった資源投入が必要であり，強化が必要である．
3.2　 シナリオ研究と他分野・ステークホルダーと

の協力
　モデルの大型化と拡張に並行して，シナリオ研究が
他分野の研究者やステークホルダーと出会う機会が増
えている．
　シナリオ・イニシアティブが立ち上がった流れもあ
り，ESM，IAV，IAMの分野を横断したシナリオ研究
については一定の成果が日本でも挙がっているといえ
る．しかし，シナリオの重要性が社会的に高まる中，
より広い分野との協業が必要であろう．
　例えば，シナリオ研究は緩和・適応の取り組みや金
融リスクの観点で ESG（Environmental，Social and 
Governance）投資や中央銀行からも参照され（富田ほ
か　2022），また防災と適応策の観点から国土交通省と
いった中央省庁や自治体，民間企業からも参照され
る．言い換えれば，新たなユーザーや仲介者（コンサ
ルティング会社など）への適切なコミュニケーション
と関与が肝要になり，関連する社会科学との接点も重
要になってくる．また政策におけるシナリオ研究の位
置づけについても，政策科学や科学技術社会論のよう
な観点で批判的に検討することが望まれる．
　こうした点について日本のコミュニティの蓄積はさ
ほど多くないと認めざるを得ない．前述した高薮ほか
（2021）などの取り組みがあるものの，IPCCなどで参
照されるような（英文）査読付き学術論文で公表され
る事例はさほど多くない．あくまでも 1事例である
が，代表的な研究コミュニティとして2022年の Sce-
narios Forumを例に見ると，発表者335人のうち，名
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前から判断した日本人は 9人であり，コミュニケー
ションのセッションでの日本からの発表は 0件であっ
た（分野横断型に該当する実現可能性のセッションで
は 2人が発表）（Scenarios Forum 2022）．
　シナリオ研究の政策における位置づけはたびたび批
判されてきた．SSP5‒8.5のように非常に大きな放射
強制力は非現実的（plausibleではない）という指摘や
（Pielke and Ritchie 2021），IAMについては限界があ
るという指摘である（Anderson and Jewell 2019）．国
内ではシナリオの社会における位置づけを分析した事
例は少ないが，IAMの緩和シナリオの結果を絶対的な
締切として解釈する「締切主義」の横行を批判した論
考がある（Asayama et al. 2019）．ここでいう締切主義
とは，2018年に公表された IPCCの1.5℃特別報告書の
結果を「世界を救うまで（2030年までの）12年しかな
い」と解釈するような英 Guardian紙の記事に象徴さ
れる態度を指す（Watts 2018）．批判する側，される側
どちらにしても，日本の研究コミュニティも何らかの
形でこうした国際的な議論により積極的に関与する必
要があるだろう．
　なお，メディアとの関わりの面では，2009年からの
温暖化リスクメディアフォーラムで，シナリオ研究者
らと報道関係者が対話する機会が続けられている（前
田ほか　2010）．またシナリオ・イニシアティブでは
2022年12月21日に（シナリオに限定されないが）WG1
からWG3横断で，IPCC著者とメディアとの対話集会
を実施した．こうした努力は継続して行い，対話から
得られた知見を形式知としてまとめて蓄積する必要が
あるだろう．
3.3　人材育成
　分野横断的な研究の不十分さと関連するが，分野横
断型シナリオ研究者の教育の不十分さも認めざるを得
ない．研究面では ICONICSや Scenarios Forumなど
の議論の場や，各種研究プロジェクトが立ち上がって
いる．しかし，日本全体での博士課程学生の数が2003
年のピーク以降緩やかに低減している中（NISTEP 
2022），分野横断的なシナリオ研究に踏み込む博士学
生は少ないという印象を著者らは持っている．これと
表裏一体ではあるが，優秀な若手の人材獲得は難しい
といえる．最近はシナリオ分析への社会的ニーズが高
まっている．東京証券取引所のプライム市場では
TCFDにならった情報開示の方向性が示され（東京証
券取引所　2021），自治体で適応計画策定が推進されて
いる状況にある．研究者以外のキャリアも広がる中，

人材育成が追いついていないのは非常に残念といえる．
　学生側がこの分野を希望するかどうかを短期的に変
えることはできないが，教育プログラムを用意する側
には，いますぐにでもできることは複数ある．実際に
様々な大学で気候変動関連の取り組みが強化されつつ
ある．
　大規模化と関連するが，国際的に見てモデル研究は
大学以外の場所が中心になることが多い．モデル開発
には専門的な研究者が集中的に時間を割く必要がある
ため，必然ともいえる．それでは海外ではどのように
次世代を育成しているのだろうか．端的に言えば大学
と国立研究所等の連携である．例えば IAMの GCAM
を開発する米国パシフィックノースウェスト国立研究
所（PNNL）はメリーランド大学と連携し，メリーラ
ンド大学の学生がモデルにも携わりつつ博士課程取得
ができる仕組みがある．日本でも大学と研究機関の間
の協力体制は気候モデリングでは成果がみられるが，
影響・適応や緩和分野では，十分に活用されていない
と思われる．
3.4　 ファンディングや研究に関する省庁間の連携

の強化
　2022年 9月26日の日本経済新聞で公表された日本の
エネルギー・気候変動政策に関する提案において（日
本経済新聞　2022），首相直轄の異なる省庁を統括する
組織の提案があった．政策の内容だけでなく行政の体
制についても言及したのが興味深い．気候変動問題と
は異なる観点であるが，「環境エネルギー省」の提案も
ある（未来のためのエネルギー転換研究グループ　
2020）．
　日本では長年にわたり経済産業省と環境省の意見の
違いにスポットライトがあたってきた（Sofer 2016）．
この問題は目下の政策案件に限られるものではない．
研究プロジェクトについても統合的な視点が求められ
るだろう．
　例えば米国では Global Change Research Program
（GCRP）という省庁横断で研究をコーディネートする
枠組みがある（https://www .globalchange .gov/
about）．そこでは，日本で意見対立が多いと思われる
緩和について，スタンフォード大学 Energy Modeling 
Forum（EMF）などを通じて環境保護庁（EPA）とエ
ネルギー省（DOE）が分析で協力することもある（Faw-
cett et al. 2014）．日本でも EMFの一プロジェクトか
らスピンアウトした緩和策のモデル総合比較プロジェ
クト JMIP（Japan Model Intercomparsion Project/
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Platform）が進められてきたが（Sugiyama et al. 2021），
今のところ研究資金は環境省か民間財団に限られてい
る．省庁間で協力する仕組みが必要ではないだろうか．
　省庁間協力には国内的な理由に加えて国際的な理由
もある．欧米での研究の強化もあって，欧米の研究
チームがアジアに入りこんでくる例も多々見られる．
研究開発費が伸び悩む中，欧米と競争し日本のプレゼ
ンスを高めるには，日本における研究資源を統合し，
世界と競争していく必要があるだろう．

4． 結語
　気候変動分野横断型シナリオ研究は，IPCCのWG
に対応して，ESM，IAV，IAMの研究コミュニティが
連携しながら研究を進め，IPCCなどの科学アセスメ
ントに貢献してきた．その中で日本の研究者も連携を
取りながら国際的に一定のプレゼンスを示してきた．
　2023年は IPCCで AR6のサイクルが終わり，次のサ
イクルに向けてシナリオ・ワークショップが開催され
た．国際的には Scenarios Forumで世界のシナリオ研
究の現状の把握（ストックテイキング）を行っている．
そうした意味で，シナリオ・イニシアティブのような
取り組みや学会を超えた研究会などを，一定の頻度で
開催し，交流を促すことは日本でも必要であるといえ
る．
　また個々の分野でのシナリオの位置づけを分野横断
的な広い視点から捉え直すことで，第 3章で述べた課
題の解決につながることが可能になる．例えば，今後
に向けて，AR6でWG1分野からWG3分野への知見供
与に使われた気候モデルエミュレータが鍵を握るかも
しれない．エミュレータは大規模化した ESMを補完
することに加えて，様々な知見を統合する役割があ
る．このような情報統合に注力することは，必然的に
分野横断的な人材育成と有意義な省庁間連携につなが
るだろう．
　適応については，SSPsの地球規模での定性的なナ
ラティブが国内での適応策評価で広く活用されるよう
に，国内の諸条件を考慮したナラティブの地域化が必
要となる．ステークホルダーが関与して，影響部門別
に特有の因子をシナリオとして定量化するなど，追加
的に取り組むべきこともある．いずれも国内研究コ
ミュニティの連携により，整合性のある影響・適応の
シナリオ分析の促進が期待できる．
　前述の通り，シナリオ研究の社会からの認識が高ま
る中，コミュニケーションの役割も増すだろう．個別

の研究プロジェクトからの情報発信も重要であるが，
シナリオ・イニシアティブといったコミュニティから
の情報発信も有用であろう．また，様々な前提条件や
インプット・パラメーターによってシナリオがどのよ
うに変化するかといった知見をステークホルダーも含
めて共有するために，エミュレーターのようなツール
の役割も増していくだろう．
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後　注
［注 1］地球温暖化問題を議論するとき，英語では climate 

change（直訳は気候変化）と climate variabilityという
二つの言葉が使われ，前者は人間活動に起因する100年
スケールの長期的な気候状態の変化を意味し，後者は数
年から数十年スケールの自然変動を含む様々な原因に
よって気候の状態が移り変わる概念を指す．本稿では前
者の意味で気候変動を用いる．

［注 2］英語では未来に関する forecast，prediction，pro-
jectionが区別されて使われ，シナリオ研究は projection
とされることもある．しかし邦訳の際に projectionは
predictionと同様，予測とされることもある（例として
IPCC AR6 WG1 SPMの気象庁による日本語訳）．
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Abstract

　Scenarios, a tool for analyzing uncertain futures, play a central role in assessing long‒term climate

change issues. Interdisciplinary scenario studies have been conducted to evaluate future climate change, pos-

sible impacts and adaptation, and mitigation, and these strands of research have been the core of assessment 

reports of the Intergovernmental Panel on Climate Change（IPCC）. Recently, interest in scenarios has been

growing also among stakeholders such as companies and local governments. Here, we review the framework 

of the Representative Concentration Pathways（RCPs）and Shared Socioeconomic Pathways（SSPs）, which

have been the main focus of the IPCC reports, and summarize the current status and future issues. In Japan, 

there are issues to be addressed, such as making models open‒source, collaboration with stakeholders,

human resource development, and inter‒agency funding.
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